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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第１四半期連結累計
（会計）期間

第48期
第１四半期連結累計
（会計）期間

第47期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 2,956,153 2,235,47413,797,065

経常利益又は経常損失（△）
（千円）

31,865 △55,317 415,004

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）（千
円）

27,411 △59,770 432,953

純資産額（千円） 2,204,644 2,532,9322,644,964

総資産額（千円） 11,212,636 11,324,66712,227,073

１株当たり純資産額（円） 269.17 309.28 322.93

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株当たり
四半期純損失金額（△）（円）

3.35 △7.30 52.86

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額
（円）

－ － －

自己資本比率（％） 19.7 22.4 21.6

営業活動による
キャッシュ・フロー（千円）

53,782 427,361 487,501

投資活動による
キャッシュ・フロー（千円）

33,387 △41,525△194,313

財務活動による
キャッシュ・フロー（千円）

△118,122 △144,972△237,920

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 191,063 518,145 277,282

従業員数（人） 541 540 532

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．上記売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第47期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び第47期の潜在

株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第

48期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当た

り四半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 540     

　（注）従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者とパートタイマーを除き、グループ外から当社グ

ループへの出向者を含んでおります。）であります。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 492     

　（注）従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者とパートタイマーを除き、社外から当社への出向者を含んでおり

ます。）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

土木用セメント製品事業 1,078,434 －

建築用セメント製品事業 592,691 －

その他の事業 8,911 －

合計 1,680,036 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

土木用セメント製品事業 441,541 －

建築用セメント製品事業 69,961 －

その他の事業 2,542 －

合計 514,044 －

　（注）１．金額は仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当第１四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　ただし、土木用セメント製品事業については、一部特殊製品についてのみ受注生産を行っておりますが、大部分は

過去の実績並びに設計活動等による予測に基づき生産をしておりますので、記載を省略しております。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

建築用セメント製品事業 963,459 － 1,679,210 －

その他の事業 22,575 － 14,935 －

合計 986,034 － 1,694,145 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(4）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

土木用セメント製品事業 1,395,259 －

建築用セメント製品事業 826,004 －

その他の事業 14,210 －

合計 2,235,474 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社竹中工務店 482,053 16.3 444,709 19.9

株式会社大林組 358,179 12.1 － －

３．上表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

   

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

  当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、国内の政局不安や欧州諸国の財政危機などの影響が懸念さ

れるものの、政府による経済対策の効果や中国をはじめとしたアジア新興国への輸出増加を背景として、景気は緩

やかな回復基調にて推移しております。

  当社グループを取り巻く経営環境におきましては、政権交代に伴う公共事業費の予算削減の影響も予想しており

ましたが、地方自治体における公共事業費の予算は前年比でほぼ横ばいの運びとなり、また、高騰が予想された原材

料価格も穏やかに推移するなど、懸念事項が払拭される状況にて推移しております。

  このような状況のもと、当社グループにおきましては、２年目を迎える「中期経営計画」に基づき、収益の確保を

最優先とした事業展開を基本方針として、発注の活発な関東地区や福岡地区を中心に設計営業活動を強化し、大型

コンクリート製品の普及推進を目的とした販売活動の強化に努めるとともに、市況動向への迅速な対応にも取り組

んでおります。

  この結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高が22億３千５百万円となり、前年同四半期に比べて７億２

千万円減少いたしましたが、これは、前年同四半期において、建築改正法施行やマンション不況に起因した工事遅延

の解消及び政府の追加経済対策や補正予算に伴い、例年に比べ売上が好調に推移したことなどが主な要因でありま

す。利益面では、営業損益が１千９百万円の損失（前年同四半期は営業利益７千９百万円）、経常損益が５千５百万

円の損失（前年同四半期は経常利益３千１百万円）、四半期純損益は５千９百万円の損失（前年同四半期は四半期

純利益２千７百万円）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①土木用セメント製品事業　

　ここ数年取り組んでいる「大型コンクリート構造物のプレキャスト化」も納入実績が年々増加しており、目的と

している競合優位性も徐々に効果として表れ、中でも、昨年は福岡地区にて国内最大級のコンクリート二次製品を

納入するなど、その認知度も高まりつつあります。

　このような状況の中、当第１四半期連結会計期間におきましても、沖縄地区において、超大型のコンクリート二次

製品の納入物件となる「安慶田雨水調整池設置工事」を受注し、この大型物件の開始に伴い、売上高にも寄与して

おります。

　この結果、売上高は13億９千５百万円、営業利益は８千１百万円となりました。

　なお、当社グループの土木用セメント製品事業は、公共事業の発注と関連性があり、主として下半期（第３四半期

連結会計期間及び第４四半期連結会計期間）に売上が集中するため、通常、第１四半期連結会計期間及び第２四半

期連結会計期間の売上高は、他の四半期連結会計期間の売上高と比べて著しく低くなる傾向にあります。

②建築用セメント製品事業

　民間建設投資については、緩やかな回復基調にて推移しており、秋口以降の案件は見えているものの、上半期はそ

の端境期にあります。

　このような状況の中、当第１四半期連結会計期間におきましては、営業面では、設計事務所及びゼネコンに対する

設計営業活動の強化と受注活動へ注力し、製造面では、九州地区において一時的に土木用セメント製品の製造に加

担するなど、全社的な生産効率化を図りました。

　この結果、売上高は８億２千６百万円、営業利益は１千８百万円となりました。

③その他の事業　

  当第１四半期連結会計期間につきましては、一般住宅のリフォーム工事や「エバメール化粧品」を主力とした化

粧品・健康補助食品の販売に注力いたしましたが、売上高は１千４百万円となり、営業損益は８百万円の損失とな

りました。　
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前

四半期純損益が５千５百万円の損失となったことや仕入債務が減少した一方で、売上債権の減少などによる資金の

増加要因もあり、結果、前連結会計年度末に比べ２億４千万円増加し、当第１四半期連結会計期間末には５億１千８

百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、４億２千７百万円（前年同四半期は５千３百万円）となりました。これは主に、

売上債権が減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、４千１百万円（前年同四半期は３千３百万円の収入）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、１億４千４百万円（前年同四半期は１億１千８百万円）となりました。これは主

に、金融機関への借入金の返済によるものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１千８百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変化は

みられず、また、経営戦略の現状と見通しについても重要な変更はありません。

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フローの分析

　キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２　事業の状況　４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況の分析　(2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

　

②財政状態の分析

　総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ９億２百万円減少の113億２千４百万円となりました。これは主

に、売上債権の回収などに伴い、「受取手形及び売掛金」が13億３千３百万円減少したことによるものであります。

　負債につきましては、前連結会計年度末に比べ７億９千万円減少の87億９千１百万円となりました。これは主に、

支払手形の決済や仕入債務の支払いなどに伴い、「支払手形及び買掛金」が５億９千９百万円減少したことや、借

入金の返済により「長期借入金」が１億２百万円減少したことによるものであります。

　純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ１億１千２百万円減少の25億３千２百万円となりました。これは

主に、剰余金の配当及び四半期純損失により「利益剰余金」が１億円減少したことによるものであります。

　

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループの今後の方針等について重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,200,000

計 37,200,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,580,000 11,580,000
大阪証券取引所
（ＪＡＳＤＡＱ市場）　

 単元株式数
 1,000株　

計 11,580,000 11,580,000 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 11,580,000 － 1,752,040 － 492,286

(6) 【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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(7) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 459,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　11,116,000 11,116 －

単元未満株式 普通株式　　　 5,000 － －

発行済株式総数 11,580,000 － －

総株主の議決権 － 11,116 －

　

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ヤマックス
熊本市水前寺３丁目９番

５号
459,000 － 459,000 3.96

計 － 459,000 － 459,000 3.96

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 150 138 116

最低（円） 126 99 100

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 739,799 528,936

受取手形及び売掛金 2,593,296 3,926,839

商品及び製品 1,543,171 1,419,348

未成工事支出金 6,178 1,484

原材料及び貯蔵品 206,552 186,223

その他 180,052 111,343

貸倒引当金 △22,245 △32,674

流動資産合計 5,246,806 6,141,502

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,301,097 1,319,697

土地 3,122,438 3,122,542

その他（純額） 821,863 789,862

有形固定資産合計 ※1
 5,245,399

※1
 5,232,102

無形固定資産 130,249 124,231

投資その他の資産

その他 940,540 959,933

貸倒引当金 △238,328 △230,696

投資その他の資産合計 702,211 729,237

固定資産合計 6,077,860 6,085,571

資産合計 11,324,667 12,227,073

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,211,539 2,811,333

短期借入金 2,425,514 2,425,511

未払法人税等 9,064 28,343

賞与引当金 108,726 78,313

受注損失引当金 4,179 12,255

その他 367,499 469,216

流動負債合計 5,126,523 5,824,973

固定負債

長期借入金 3,061,510 3,164,085

退職給付引当金 547,545 551,019

役員退職慰労引当金 24,933 19,550

その他 31,222 22,480

固定負債合計 3,665,211 3,757,135

負債合計 8,791,734 9,582,108
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,752,040 1,752,040

資本剰余金 492,286 492,286

利益剰余金 818,747 919,470

自己株式 △533,413 △533,337

株主資本合計 2,529,660 2,630,459

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,272 14,505

評価・換算差額等合計 3,272 14,505

純資産合計 2,532,932 2,644,964

負債純資産合計 11,324,667 12,227,073
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 2,956,153 2,235,474

売上原価 2,289,527 1,704,676

売上総利益 666,626 530,798

販売費及び一般管理費 ※1
 587,538

※1
 550,207

営業利益又は営業損失（△） 79,087 △19,408

営業外収益

受取利息 389 414

受取配当金 1,171 1,843

受取賃貸料 7,622 7,309

持分法による投資利益 － 2,121

その他 3,122 4,632

営業外収益合計 12,305 16,321

営業外費用

支払利息 46,729 46,991

手形売却損 6,739 980

その他 6,058 4,258

営業外費用合計 59,527 52,230

経常利益又は経常損失（△） 31,865 △55,317

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

31,865 △55,317

法人税、住民税及び事業税 4,453 4,453

法人税等合計 4,453 4,453

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △59,770

四半期純利益又は四半期純損失（△） 27,411 △59,770
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

31,865 △55,317

減価償却費 59,342 60,108

有形固定資産除売却損益（△は益） 108 △1

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,058 △2,795

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,272 △3,473

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,287 5,383

賞与引当金の増減額（△は減少） 30,402 30,413

受取利息及び受取配当金 △1,560 △2,258

支払利息 46,729 46,991

持分法による投資損益（△は益） － △2,121

売上債権の増減額（△は増加） 373,010 1,326,747

たな卸資産の増減額（△は増加） 183,823 △148,846

仕入債務の増減額（△は減少） △632,219 △599,793

その他 △898 △162,920

小計 117,220 492,115

利息及び配当金の受取額 1,728 2,165

利息の支払額 △47,351 △49,104

法人税等の支払額 △17,815 △17,815

営業活動によるキャッシュ・フロー 53,782 427,361

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 52,500 30,000

有形固定資産の取得による支出 △18,790 △79,895

有形固定資産の売却による収入 － 143

貸付金の回収による収入 1,384 1,318

敷金及び保証金の差入による支出 △715 △113

その他 △991 7,021

投資活動によるキャッシュ・フロー 33,387 △41,525

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △437,950 －

長期借入れによる収入 423,690 －

長期借入金の返済による支出 △91,542 △102,572

自己株式の取得による支出 △33 △76

配当金の支払額 △12,286 △40,952

その他 － △1,371

財務活動によるキャッシュ・フロー △118,122 △144,972

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △30,952 240,862

現金及び現金同等物の期首残高 222,015 277,282

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 191,063

※
 518,145
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 （資産除去債務に関する会計基準の適用）　

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。なお、これによる損益への影響はありません。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）　

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第１

四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 貸倒見積高の算定につきましては、前連結会計年度決算において使用した貸

倒実績率によって算定しております。

２．たな卸資産の評価方法 たな卸資産のたな卸高につきましては、実地たな卸を行わず、前連結会計年度

末の実地たな卸を基礎とした帳簿たな卸によって算定しております。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定につきましては、加味する加減算項目や税額控除

項目を重要なものに限定する方法によって算定しており、繰延税金資産の回

収可能性の判断に関しましては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、

一時差異等の発生状況について、著しい変化がないと認められる場合は、前連

結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法により、また、著しい変化が認められた場合は、前連結会計年

度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著

しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

原価差異の繰延処理 季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までに

ほぼ解消が見込まれるため、当該原価差異を流動資産（その他）として繰り

延べております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

　　　 8,667,207千円  8,609,628千円

  ２．受取手形割引高 486,106千円   ２．受取手形割引高 962,693千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運賃      152,067千円

貸倒引当金繰入額 17,488

給与手当 192,729

賞与引当金繰入額 8,525

役員退職慰労引当金繰入額 4,287

退職給付費用 10,513

運賃      121,205千円

給与手当 187,991

賞与引当金繰入額 7,866

役員退職慰労引当金繰入額 5,383

退職給付費用 10,829

　２．売上高の季節的変動

当社グループでは、事業の性質上、主として下半期

（第３四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計

期間）に売上が集中するため、通常、第１四半期連結

会計期間及び第２四半期連結会計期間の売上高は、

他の四半期連結会計期間の売上高と比べて著しく低

くなる傾向にあります。

　２．売上高の季節的変動

同左

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年６月30日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定      498,163千円

預入期間が３か月を超える定期預
金

△307,100

現金及び現金同等物 191,063

 

現金及び預金勘定      739,799千円

投資その他の資産の「その他」に
計上されている長期預金

130,000

預入期間が３か月を超える定期預
金

△351,654

現金及び現金同等物 518,145
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平

成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　11,580千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　 3,390千株

３．配当に関する事項

　　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 55,602 5.0平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
土木用セメン
ト製品事業
（千円）

建築用セメン
ト製品事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       
(1)外部顧客に対する売上高 1,421,8061,519,66214,6842,956,153 － 2,956,153
(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ 380 253 634 (634) －

計 1,421,8061,520,04314,9372,956,788(634)2,956,153

営業利益（又は営業損失) 87,892 96,738(15,771)168,859(89,771)79,087

　（注）１．事業区分は、日本標準産業分類等を考慮して設定しております。

２．各事業区分に属する主要な製品等

事業区分 主要製品等

土木用セメント製品事業 土木用コンクリート二次製品（道路用製品、景観用製品等）の製造販売、付

随する商品・資材の販売及び施工

建築用セメント製品事業 建築用コンクリート二次製品（ＰＣカーテンウォール、住宅用ＰＣ板等）

の製造販売、付随する商品・資材の販売及び施工

その他の事業 木造住宅等の施工販売、不動産の販売及び宅地の開発などの不動産関連事

業や保険代理業及び化粧品の販売などのサービス事業

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、本社及び東京支店にそれぞれ西日本事業部及び東日本事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品・

サービス毎に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、事業部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「土木用セ

メント製品事業」及び「建築用セメント製品事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「土木用セメント製品事業」は、土木用コンクリート二次製品（道路用製品、景観用製品等）の製造・販

売、付随する商品・資材の販売及び施工を行っており、「建築用セメント製品事業」は、建築用コンクリート

二次製品（ＰＣカーテンウォール、住宅用ＰＣ板等）の製造・販売、付随する商品・資材の販売及び施工を

行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

売上高        
外部顧客への
売上高

1,395,259826,0042,221,26414,2102,235,474－ 2,235,474

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ 347 347 287 634 △634 －

計 1,395,259826,3512,221,61114,4982,236,109△6342,235,474

セグメント利益
又はセグメント
損失（△）

81,28018,11299,393△8,368 91,024△110,433△19,408

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産関連事業及び

サービス事業を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△110,433千円は、各報告セグメントに配分していな

い全社費用であります。なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っておりま

す。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。　

　

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。　
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（金融商品関係）

　当第１四半期連結会計期間末において、四半期連結貸借対照表計上額その他の金額について前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が認められるものはありません。

（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末において、満期保有目的の債券で時価のあるものはなく、また、その他有価証券で時

価のあるものについては、事業の運営において重要なもの、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認め

られるものはありません。

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期連結会計期間末において、デリバティブ取引はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 309.28円 １株当たり純資産額 322.93円

２．１株当たり四半期純利益金額及び１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3.35円 １株当たり四半期純損失金額 △7.30円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額及び１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純利益及び四半期純損失（△）（千円） 27,411 △59,770

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益及び四半期純損失

（△）（千円）
27,411 △59,770

期中平均株式数（千株） 8,190 8,190

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

（リース取引関係）

　当第１四半期連結会計期間末において、リース残高が前連結会計年度末に比べて著しい変動は認められません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月４日

株式会社ヤマックス

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 本野　正紀　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 馬場　正宏　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマッ

クスの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２１年４月１

日から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマックス及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表等の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月４日

株式会社ヤマックス

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 本野　正紀　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 馬場　正宏　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマッ

クスの平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２２年４月１

日から平成２２年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマックス及び連結子会社の平成２２年６月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表等の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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